
ルクセンブルク月報【２０２３年３月】 

 

在ルクセンブルク日本大使館 

２０２３年３月の当地公開情報は以下のとおり。 

 

１ 内政 

●選挙法改正：地方選挙に投票可能な外国人に公用カード所持者が追加（２２日付当地報道

機関ＲＴＬ） 

２１日、国民議会は選挙法の改正について協議を行い、６月１１日に実施される地方選挙

の有権者として「公用カード（carte de legitimation）」の所持者を含めることを決定した。

同改正の目的は、当国に居住し、国際機関や団体に勤務する第三国人（例えば NATO 支援

調達庁（ＮＳＰＡ）に勤務する職員）を含めることにある。 

 

●ギヨーム皇太子同妃両殿下第二子フランソワ王子御誕生（２７日付大公宮府コミュニケ） 

大公宮府は、３月２７日午前１０時４分、シャルロット大公妃産院における御子息の御誕

生を喜びと共に発表した。名前は、フランソワ・アンリ・ルイス・マリー・ギヨーム（François 

Henri Luis Marie Guillaume）となる。体重は３．５７５ｋｇ、身長５３ｃｍであり、母子と

もに健康である。皇太子同妃両殿下は国民に御子息を御紹介するのを心待ちにしている。 

 

●新型コロナウイルス：陽性時の隔離義務の廃止等（２３日付国民議会コミュニケ） 

 ２３日、国民議会は新型コロナウイルス改正法（法案８１７１号）の審議を行い、同改正

法を全会一致で可決した。今回の改正によって、病院や高齢者施設等におけるマスク着用義

務の廃止、陽性時の隔離義務の廃止、感染者の定期的な追跡調査及び報告の終了等が規定さ

れた。同法は４月１日から施行され、本年１２月３１日まで適用される。 

 

●タンソン法務兼文化相、緑の党の首相候補に選出（２９日付デラーノ紙等） 

 ２８日、緑の党は臨時会合において、２０２３年国政選挙の首相候補に４５才で元弁護士

のタンソン司法兼文化相が選出した。同大臣は、気候変動対策、公平な税制、三者会合、デ

ジタル化等について言及し、政治に対する信頼回復の必要性について強調した。 

 

２ 外政 

●オロリッシュ枢機卿の枢機卿評議会評議員任命（７日付ＲＴＬ及び１０日付ヴォルト紙） 

 教皇フランシスコは、再編した枢機卿評議会の９人の評議員の一人にオロリッシュ枢機

卿兼ルクセンブルク大司教を任命した。枢機卿評議会は、２０１３年、教皇の諮問機関とし

てローマ・カトリック教会の統治改革を支援するために創設された。ヴォルト紙は、「教皇

と同枢機卿は共にイエスズ会であり、アジアへの憧れという共通点がある。また、日本や中



国において宣教を行うことを夢見た教皇にとって、同枢機卿は自身のやりたかったことを

実現した人間である。」と報じた。 

 

●カーボベルデとの第２２回パートナーシップ委員会（８日付政府コミュニケ） 

 ７日、ファイヨ協力・人道支援相はカーボベルデを実務訪問し、ソアレシュ同国外務・協

力・地域統合相と共に、第２２回ルクセンブルク・カーボベルデ・パートナーシップ委員会

の共同議長を務めた。同委員会では開発協力関係の状況や、雇用・就業、エネルギー転換、

水・衛生、地域開発、気候変動の分野における最新動向、協力指標プログラム（ＩＣＰ Ｄ

ＣＥ）の進捗を確認した。 

 

●警戒強化活動（ｅＶＡ）ルーマニア派遣部隊出発（１２日付政府コミュニケ） 

１２日、バウシュ防衛相は、ルーマニアにおけるＮＡＴＯ警戒強化活動（ｅＶＡ）に参加

するルクセンブルク派遣部隊出発式に出席し、同派遣団は当国とベルギーのＡ４００Ｍ軍

用機で離陸した。２７人の当国軍兵士がサンク・キャンプに初期配置され、最大で兵士３０

人が２８ヶ月間派遣される予定である。 

 

●アンリ大公殿下のラトビア国賓御訪問（１０日付政府コミュニケ等） 

 １３日から１４日、アンリ大公殿下、アセルボーン外相及びファイヨ経済相が２０２２年

のルクセンブルク・ラトビア外交関係樹立１００周年及びラトビアの独立回復後の国交回

復から３０周年を記念してラトビアを国賓訪問された。 

 

●バウシュ副首相の米国訪問（１５日、１６日、１７日付政府コミュニケ） 

 １４日から１６日まで、バウシュ副首相兼交通・公共事業相は米国ワシントンＤＣを訪問

し、ブティジェッジ米運輸長官との二国間会談を始め、防衛・交通・公共事業分野における

米国務省担当者や世界銀行副総裁と会談した。 

 

●ロバノフ露大使のインタビュー（１７日付エッセンシャル紙等） 

 １７日、ロバノフ駐ルクセンブルク露大使は、「ウクライナの現状は米国に原因がある。

ロシアの経済制裁の影響は限定的であり、ロシアは孤立していない。当国政府によるウクラ

イナへの武器供与は卑劣である。当国・ロシア関係において、回帰不能点はウクライナ前線

へのルクセンブルク軍派遣である。」等と発言した。 

 

●タンソン司法相の「国際刑事裁判所（ＩＣＣ）及びＩＣＣによるウクライナの状況に関す

る捜査の支援」会議出席（２１日付政府コミュニケ） 

 ２０日、タンソン司法相は、ロンドンにおける「国際刑事裁判所（ＩＣＣ）及びＩＣＣに

よるウクライナの状況に関する捜査の支援」会議に参加し、ＩＣＣへの支持を強調した。加



えて、当国は追加財政拠出１０万ユーロを発表した。 

 

●多国籍航空機ユニット多用途空中空輸・輸送機（ＭＲＴＴ）「初期運用能力」式典開催（２

３日付政府コミュニケ） 

 ２３日、バウシュ防衛相は多国籍航空機ユニット多用途空中空輸・輸送機（ＭＲＴＴ）「初

期運用能力」式典に出席し、当国は同計画に増資を行った。６カ国によって実施されるＭＲ

ＴＴにおける当国の拠出額は今後３０年間で最大５億９８４０万ユーロが上限であり、増

資により、同プログラムは９機目のＭＲＴＴの発注を開始した。 

 

●当国によるウクライナ支援（２３日付国民議会コミュニケ） 

 ２３日、国民議会における議会質問への回答において、バウシュ防衛相及びファイヨ協

力・人道支援相は当国によるウクライナ支援について「２０２２年２月から２０２３年３月

１７日までに総額７４４０万ユーロ相当の軍事装備品を供与し、２０２３年防衛予算では

７１００万ユーロを確保した。当国協力・人道支援局はウクライナの人道支援パートナーに

約８２５万ユーロの資金拠出を行った。」等と回答した。 

 

●第１２回ルクセンブルク・ベルギー両政府合同会議の開催（３０日付政府コミュニケ） 

２９日、第１２回ルクセンブルク・ベルギー両政府合同会議ガイシェルＸＩＩが開催され

た。採択された共同宣言では二国間の特権的なパートナーシップと友好関係を再確認し、あ

らゆるレベルにおける協力関係への強い決意を表明した。 

 

３ 経済・金融 

○統計 

●２０２３年２月のインフレ率は、年率４．３１％（前月４．８３％、前年同月６．５６％）

（３月８日付国立統計経済研究所（ＳＴＡＴＥＣ）プレスリリースより消費者物価指数（Ｉ

ＰＣＮ）） 

●２０２３年２月の失業率は４．８％（前月４．９％、前年同月４．８％）（３月２０日付

国立統計経済研究所（ＳＴＡＴＥＣ）） 

 

●ルクセンブルク・サイバー防衛クラウド・プロジェクト発表（６日付政府コミュニケ） 

 ２月２３日、バウシュ防衛相は、NSPA と連携した当国におけるサイバー防衛クラウド

（ＬＣＤＣ）開設にかかる法案を発表した。同法案は、ＬＣＤＣのシステムの取得、運用、

保守等の資金調達を当国防衛局に許可し、２０２４年から２０３５年までの１２年間に渡

って、総予算最大２５０，３６０，３２３ユーロで実施される。 

 

●国有企業２７社におけるビジネスと人権（１日付コティディアン紙） 



 ２月２８日、ＮＧＯ「第三国との連帯アクション（ＡＳＴＭ）」は、当国が株式の過半数

を保有する２７社（民間企業１７社、公的機関１０社）に対して、「国連ビジネスと人権に

関する指導原則（ＵＮＧＰｓ）」等に基づいたバリューチェーンにおける人権尊重のための

方針に関する分析結果を発表した。 

 ２７社のうち、１８社は２４点満点中０点で、自社の活動における人権への配慮に言及し

た文書を公表していない。人権に関する方針がある企業はわずか９社で、基準を完全には満

たしていない。また、被害者の救済に関する公約を公表済みなのは２７社中１社のみである。 

 

●男女賃金格差の是正（６日付ＳＴＡＴＥＣコミュニケ） 

 ２０２１年、当国における男女賃金格差は行政を除く経済全体では女性の平均時給が男

性を上回り、男性を１００とした時▲０．２％であった。同賃金格差指標は、男女の平均時

給の差を男性の平均時給に対する割合で表したもので、欧州の平均では１２．７％、ドイツ

１７．６％、フランス１５．４％、ベルギー５．０％である。現在、当国はＥＵ加盟国の中

で唯一、同一賃金が達成された国である。 

 

●日系企業デュポン帝人フィルムの人員削減（６日付コティディアン紙等） 

 ６日、日系企業デュポン帝人フィルム（ＤＴＦ）社は、２本の生産ラインの停止及び１６

０人の雇用について、現地従業員代表と協議プロセスの開始を発表した。７日、ＤＴＦ社は

人員削減計画を開始した。１６日、労働組合は抗議デモを実施した。同日、関係者による会

議が開催され、今後も会議が予定されている。 

 

●三者会合による協定：年５億ユーロのインフレ対策措置（７日付政府コミュニケ） 

 ３日、当国政府は同日の三者会合を踏まえ、企業同盟（UEL）、労働組合（OGBL、LCGB

及び CGFP）の間の協定に署名し、年５億ユーロのインフレ対策措置を含む新たな経済措置

の実施に合意した。 

 

●スペースＸ社の打ち上げ成功：ルクセンブルク大の研究カプセルが宇宙へ（１５日付ＲＴ

Ｌ） 

 １５日、ルクセンブルク大学の研究カプセルが搭載されたスペースＸ社のファルコン９

ロケット打ち上げが成功し、国際宇宙ステーションに向かった。同研究では人間の皮膚細胞

の培養実験が実施され、長期的にはアルツハイマー病等の新薬開発に役立つ可能性がある。 

 

●Google Cloud の当地進出等（１５日及び１７日付政府コミュニケ） 

 １３日から１６日までのベッテル首相による米国訪問に際し、Proximus グループ（ベル

ギー）及び LuxConnect 社との間でクラウド分野におけるパートナーシップが発表された。

また Google Cloud は、当国に Google の法人を設置することを発表した。 



 

●暫定的なルクセンブルク国際銀行（ＢＩＬ）取締役会長にジンリー氏決定（１７日付デラ

ーノ紙） 

１６日、国民議会選挙におけるキリスト教社会党（ＣＳＶ）の首相候補となったフリーデ

ン氏がルクセンブルク国際銀行（ＢＩＬ）取締役会長の職を辞任した。後任が決まるまでの

間、現在のナンバー２であるジンリー（Jing Li）氏が暫定的なＢＩＬ取締役会長に就任する

ことが発表された。 

 

●格付機関ムーディーズによる格付「ＡＡＡ」の維持（１７日付政府コミュニケ） 

 １７日、格付機関ムーディーズは、ルクセンブルクの格付けを引き続き「ＡＡＡ」とし、

見通しは安定的であることを確認した。同評価は、当国経済の回復力、財政の健全性、政府

機関の透明性と効率性を反映している。 

 

●ルクセンブルク未来ファンド２の販売開始（１７日付政府コミュニケ） 

１７日、財務省、経済省、ＳＮＣＩ（当館注：公法によって設立された当国国有の金融機

関）及び欧州投資基金（ＥＩＦ）は、「ルクセンブルク未来ファンド２（Luxembourg Future 

Fund 2 :LFF 2）」を正式に発足し、資金調達を通じて当国経済の多様化と持続可能な発展を

目指すＳＮＣＩ（最大１億６，０００万ユーロ）とＥＩＦ（最大４，０００万ユーロ）の協

力関係による合計２億ユーロの融資コミットメントにより、革新的な計画を更に強力に支

援する。 

 

●雇用統計：当国における給与所得者の増加：年間３．３％増（２３日付ＳＴＡＴＥＣコミ

ュニケ） 

 ２３日、ＳＴＡＴＥＣは当国における給与所得者が年間で３．３％増加したことを発表し

た。その内、当国在住者は２．７％増に対し、越境労働者は４．０％増であった。労働者人

口の約２５％程度当国籍である。更に産業別では情報・通信部門に勤務する給与所得者が４．

１％増、金融・保健部門に勤務する給与所得者が３．９％増であった。 

 

●金融包摂同盟（ＡＦＩ）との協力協定の延長（２７日付政府コミュニケ） 

 ２７日、ファイヨ協力・人道支援相及びバッケス財相は、金融包摂同盟（ＡＦＩ）との協

力協定の延長に署名した。同協定の第２弾に基づき、外務省及び財務省は、東欧、中央アジ

ア、中東、北アフリカにおける包括的で持続可能な政策や規制を進めるため、ＡＦＩに追加

の支援を提供する。 

 

●２０２３年第４四半期及び２０２４年第４四半期のインデックス化予測（２８日付ＳＴＡ

ＴＥＣ及びＲＴＬ） 



２０２２年第４四半期、当国ＧＤＰは約４％減少した。ＳＴＡＴＥＣは２０２３年のイン

フレ率は３．４％、２０２４年は２．８％と予測する。２０２３年４月のインデックス化に

続き、ＳＴＡＴＥＣは今後のインデックス化が２０２３年第４四半期及び２０２４年第４

四半期に発動されると予測している。 

 

●国立研究センター・オブ・エクセレンス・フィンテック（ＮＣＥＲ－フィンテック）開始

（２９日付ルクセンブルク大学コミュニケ） 

 ２９日、ルクセンブルク大学は、金融のデジタル化という課題に対する実用的で持続可能

な解決策を開発するための国立研究センター・オブ・エクセレンス・フィンテック（ＮＣＥ

フィンテック）を発足した。学際的な同取組により、当国金融部門に人材を集め、世界レベ

ルの研究・教育を提供することで、当国の革新的な金融ハブとしての地位が強化される。 


